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Ⅲ．アンケート結果（業種別・規模別） 

１．地震リスクに対する意識 

 ■地震リスクは、企業経営上重大なリスクか 

 

（業種別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

88% 9%
4%

92% 7%
2%

91% 6%
2%

92% 6%
1%

91% 8%
1%

0% 25% 50% 75% 100%

その他

ｻｰﾋﾞｽ業

小売業

卸売業

製造業

はい いいえ 無回答

N 

製造業 ：326  

卸売業 ：104  

小売業 ：162  

ｻｰﾋﾞｽ業：128  

その他 ：101 

92% 8%

96% 4%

95% 5%

92% 6%
2%

88% 10%
2%

0% 25% 50% 75% 100%

301人～

101～300人

51～100人

21～50人

1～20人

はい いいえ 無回答

7

N 

1～20 人   ：365

21～50 人  ：164

51～100 人 ：124

101～300 人：119

301 人～   ： 36
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22% 12% 62%
2% 2%

26% 17% 56%
1%

23% 12% 62%
2% 1%

26% 18% 55%
1%

20% 15% 63%

2%

0% 25% 50% 75% 100%

その他

ｻｰﾋﾞｽ業

小売業

卸売業

製造業

①

②

③

④ ⑤

２．大地震発生時の必要資金の性格 

 ■大地震発生時には、どのような資金が必要か 

 

（業種別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①：運転資金、復旧資金等の確保がより重要 

 ②：物損、資産価値下落等の直接的な損失や、事業中断、消費意欲減退等による逸失利益を填

補することがより重要 

 ③：①、②ともに重要   

④：その他   

⑤：無回答 

 

 

 

 

 

 

N 

1～20 人   ：365

21～50 人  ：164

51～100 人 ：124

101～300 人：119

301 人～   ： 36

N 

製造業 ：326  

卸売業 ：104  

小売業 ：162  

ｻｰﾋﾞｽ業：128  

その他 ：101 

14% 81%
6%

20% 15% 64%
1%

21% 17% 61%
1%

19% 16% 64%
1%1%

27% 13% 56%

2% 1%

0% 25% 50% 75% 100%

301人～

101～300人

51～100人

21～50人

1～20人
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３．大地震発生時のリスクファイナンスの状況 

■活用しているリスクファイナンス手段は何か 

（業種別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17% 19% 11% 44%
3% 6%

8% 31% 14% 39%
8%

5% 31% 15% 45%

4%

1

8% 20% 16% 55%
1%

18% 11% 13% 56%

2% 1%

0% 25% 50% 75% 100%

301人～

101～300人

51～100人

21～50人

1～20人

地震保険 手元資金 地震保険+手元資金

特に手当てしていない その他 無回答

6% 10% 18% 64%
2%

13% 23% 13% 47%
3% 1%

20% 12% 15% 49%

2% 1%
13% 29% 9% 47%

2%

9% 21% 14% 51%
4% 1%

0% 25% 50% 75% 100%

その他

ｻｰﾋﾞｽ業

小売業

卸売業

製造業

地震保険 手元資金 地震保険+手元資金

特に手当てしていない その他 無回答

N 

製造業 ：326  

卸売業 ：104  

小売業 ：162  

ｻｰﾋﾞｽ業：128  

その他 ：101 

N 

1～20 人   ：365 

21～50 人  ：164 

51～100 人 ：124 

101～300 人：119 

301 人～   ： 36 
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■地震保険を活用する目的は何か 

（注）活用しているリスクファイナンス手段に関する質問で、「地震保険」または「地震

保険+手元資金」と回答した企業のみ集計 

 

（業種別） 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

（規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①：被災直後～２ヶ月の間の運転資金、復旧資金の確保 

   ②：被災後２ヶ月～半年の間の運転資金、復旧資金の確保 

   ③：被災後半年以降の運転資金、復旧資金の確保 

   ④：期間損益の平準化を図るため 

   ⑤：その他 

      ⑥：無回答 

 

 

 

 

 

 

N 

1～20 人   ：110 

21～50 人  ： 40 

51～100 人 ： 24 

101～300 人： 26 

301 人～   ： 10 

40% 30% 10% 20%

23% 27% 23% 27%

33% 46% 13%

4% 4%
40% 40% 18%

3%

39% 35% 12% 11%
2% 2%

0% 25% 50% 75% 100%

301人～

101～300人

51～100人

21～50人

1～20人

N 

製造業 ：75  

卸売業 ：23  

小売業 ：57  

ｻｰﾋﾞｽ業：33  

その他 ：24  

29% 46% 8% 8%

4% 4%

27% 42% 12% 15%

3%

42% 33% 16%
5% 4%

48% 30% 13% 9%

36% 32% 16% 13%

1% 1%

0% 25% 50% 75% 100%

その他

ｻｰﾋﾞｽ業

小売業

卸売業

製造業

　① ② ③ ④ ⑤ ⑥
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■地震保険により、どの程度必要資金を手当てできているか 

 

（業種別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13% 13% 21% 21% 33%

6% 9% 36% 27% 15%

6%

7%
4%

35% 32% 21%

2%

9% 9% 48% 30%

4%

12% 11% 36% 31% 9%

1%

0% 25% 50% 75% 100%

その他

ｻｰﾋﾞｽ業

小売業

卸売業

製造業

十分
無回答殆ど手当て

できていない２５％程度５０％程度７５％程度

20% 20% 30% 20% 10%

12% 15% 19% 35% 15%
4%

17% 8% 50% 21%
4%

8% 8% 43% 23% 18%
3%

7% 8% 35% 33% 16%
1%

0% 25% 50% 75% 100%

301人～

101～300人

51～100人

21～50人

1～20人

N 

製造業 ：326  

卸売業 ：104  

小売業 ：162  

ｻｰﾋﾞｽ業：128  

その他 ：101 

N 

1～20 人   ：365 

21～50 人  ：164 

51～100 人 ：124 

101～300 人：119 

301 人～   ： 36 
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 ■なぜ地震保険による対応が困難であるか 

 （注）複数回答可 

 

 （業種別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （規模別） 

 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 
件数 

合計 

1～20 人 ３９％ ３７％ １５％ １１％ ３％ ２％ ３６５ 

21～50 人 ４５％ ４４％ １８％ ８％ １％ １％ １６４ 

51～100 人 ４０％ ３８％ １４％ １０％ ２％ ５％ １２４ 

101～300 人 ３７％ ４３％ １１％ １５％ ３％ ３％ １１９ 

301 人～ ３９％ ３１％ １１％ ８％ ０％ ０％ ３６ 

合計 ４０％ ３９％ １４％ １１％ ２％ ２％ ８０８ 

  

※網掛け部分は、合計（平均値）より大きいセル 

 

①：地震保険では間接損失は填補できない 

   ②：効果に対して費用が高い 

   ③：損保会社から適切な商品提供を受けていない 

   ④：同業、地域内での活用事例が少ない 

   ⑤：必要性を経営陣に説明する事が困難 

   ⑥：その他 

 

 

 

 

 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 
件数 

合計 

製造業 ３８％ ３８％ １４％ １１％ ３％ ２％ ３２６ 

卸売業 ５２％ ３９％ １６％ ７％ ０％ ２％ １０４ 

小売業 ４０％ ４３％ １６％ １１％ ２％ ３％ １６２ 

サービス業 ４０％ ４２％ １４％ １３％ ２％ ３％ １２８ 

その他 ３４％ ３２％ ９％ １１％ １％ １％ １０１ 

合計 ４０％ ３９％ １４％ １１％ ２％ ２％ ８２１ 
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■手元の留保資金を多めに確保する目的は何か 

 （注）活用しているリスクファイナンス手段に関する質問で、「手元資金」または「地震

保険+手元資金」と回答した企業のみ集計 

  

 

（業種別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

20
23 25

13

19

34
1 0

5554

12

18

1211

18

2

10

424 211
00

20

40

60

製造業 卸売業 小売業 ｻｰﾋﾞｽ業 その他

～2か月の資金確保 2か月～半年の資金確保 半年～の資金確保

期間損益の平準化を図るため その他

39

33

27 28

8

31

7
4

2 1
4

1 1 0 3

25
27

28

6

11
14

2
6

0
1

0

10

20

30

40

1～20人 21～50人 51～100人 101～300人 301人～

N 

1～20 人   ：87  

21～50 人  ：60 

51～100 人 ：56 

101～300 人：54 

301 人～   ：11 

N 

製造業 ：115  

卸売業 ： 39 

小売業 ： 43  

ｻｰﾋﾞｽ業： 47  

その他 ： 28  
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■手元の留保資金により必要資金をどの程度手当てできているか 

 

（業種別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

N 

製造業  ：113  

卸売業  ： 39  

小売業  ： 42 

ｻｰﾋﾞｽ業： 45  

その他  ： 27 

N 

1～20 人   ：85 

21～50 人  ：57 

51～100 人 ：56 

101～300 人：54  

301 人～   ：11 

19% 22% 19% 26% 15%
4%

24% 9% 38% 27%
2% 4%

24% 5% 29% 29% 14%
2%

26% 28% 26% 13% 8%

15% 13% 39% 24% 9%

2%

0% 25% 50% 75% 100%

その他

ｻｰﾋﾞｽ業

小売業

卸売業

製造業

十分 ７５％程度 ５０％程度 ２５％程度 殆ど手当て

できていない

無回答

36% 27% 36%

15% 22% 35% 26%

2%

23% 13% 36% 23%
5%

21% 11% 42% 14% 12%

5%

18% 12% 25% 32% 14%

2%

0% 25% 50% 75% 100%

301人～

101～300人

51～100人

21～50人

1～20人
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■政府系金融機関、自治体等からの緊急融資でどのような資金を手当てする

ことを期待しているか 

 
（業種別） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

26% 37% 15% 5%

3%
15%

22% 48% 20%

2%

8%

33% 33% 23%
3%

8%

26% 44% 8% 7%

5%

11%

25% 41% 18% 5%

2%

9%

0% 25% 50% 75% 100%

その他

ｻｰﾋﾞｽ業

小売業

卸売業

製造業

～2か月 2か月～半年 半年～ 損益平準化
その他

無回答

N 

製造業  ：326 

卸売業  ：104 

小売業  ：162 

ｻｰﾋﾞｽ業：128  

その他  ：101 

N 

1～20 人   ：365 

21～50 人  ：164 

51～100 人 ：124 

101～300 人：119 

301 人～   ： 36 

25% 28% 25% 6% 17%

37% 39% 13%

3% 1%

8%

25% 46% 10% 6%
2%

10%

20% 46% 20%

2% 3%

9%

26% 38% 20% 5%
2%

8%

0% 25% 50% 75% 100%

301人～

101～300人

51～100人

21～50人

1～20人
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４．想定される必要資金の性格 

■大地震被災直後～２ヶ月の間に事業活動がストップしても必要となる資金

は何か 

 （注）複数回答可 

 

 （業種別） 

 

 

 （規模別） 

 
給与 

支払い 

借入の 

返済 

買掛金 手形等

の決済

その他

固定費

設備復

旧資金

その他 

運転資金 
 件数 

合計 

1～20 人 ３７％  ３０％  ２０％ １７％ １９％ １６％ １０％   ３６５ 

21～50 人 ５５％  ３７％  ２９％ ３４％ ３０％ ２３％ １７％   １６４ 

51～100 人 ５６％  ４１％  ３１％ ３６％ ２７％ ２４％ ８％   １２４ 

101～300 人 ５９％  ３０％  ４１％ ３９％ ２７％ ２０％ ９％   １１９ 

301 人～ ４７％  ２２％  ３３％ ３１％ ２５％ １９％ ３％   ３６ 

合計 ４８％  ３３％  ２８％ ２７％ ２４％ ２０％ １１％   ８０８ 

  

※網掛け部分は、合計（平均値）より大きいセル 

 

 

 

 

 

 

 
給与 

支払い 

借入の 

返済 

買掛金 手形等

の決済

その他

固定費

設備復

旧資金

その他 

運転資金 
 件数 

合計 

製造業 ５１％  ３７％  ２９％ ３４％ ２７％ ２４％ １２％   ３２６ 

卸売業 ５０％  ２４％  ３３％ ４０％ ２２％ ２０％ １３％   １０４ 

小売業 ３２％  ２７％  ２２％ １２％ １７％ １２％ ６％   １６２ 

サービス業 ４７％  ２９％  ２０％ １８％ ２６％ １６％ ９％   １２８ 

その他 ５５％  ３７％  ３２％ ２４％ ２４％ ２４％ １５％   １０１ 

合計 ４７％  ３２％  ２７％ ２７％ ２４％ ２０％ １１％   ８２１ 
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■被災直後から２ヶ月の間事業活動が全く行えない場合に必要となる資金総

額は月間売上高の何か月分か 

 

 （業種別） 

 ～1 か月 ～2 か月 ～3 か月 ～4 か月 ～5 か月 ～6 か月 6 か月～ 無回答 
件数 

合計 

製造業 １９％ ３６％ １５％ ７％ ２％ ７％ ２％ １１％ ３２６ 

卸売業 ２６％ ３４％ １６％ ２％ ３％ ９％ ４％ ７％ １０４ 

小売業 ２６％ ２７％ １７％ ４％ １％ ７％ ２％ １７％ １６２ 

サービス業 ２８％ ３８％ １２％ ４％ ２％ ７％ ２％ ８％ １２８ 

その他 ２７％ ２３％ ２０％ ６％ １％ ８％ ４％ １２％ １０１ 

合計 ２４％ ３３％ １６％ ５％ ２％ ７％ ３％ １１％ ８２１ 

 

 

 （規模別） 

 

※網掛け部分は、各カテゴリーの中で最も回答数が多いセル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ～1 か月 ～2 か月 ～3 か月 ～4 か月 ～5 か月 ～6 か月 6 か月～ 無回答 
件数 

合計 

1～20 人 ２２％ ２６％ １８％ ５％ ３％ １２％ ３％ １２％ ３６５ 

21～50 人 ２４％ ３１％ １６％ ７％ １％ ５％ ３％ １２％ １６４ 

51～100 人 ２４％ ４６％ １１％ ６％ １％ ３％ ３％ ５％ １２４ 

101～300 人 ２７％ ４４％ １３％ ３％ １％ ３％ ０％ １０％ １１９ 

301 人～ ３６％ ２８％ １１％ ８％ ０％ ０％ ０％ １７％ ３６ 

合計 ２４％ ３３％ １６％ ５％ ２％ ７％ ３％ １１％ ８０８ 
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 ▽必要金額（売上高×前記月数） 

 

 

 （業種別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （規模別） 

 
～1 億円 ～5 億円 ～10 

億円 

～50 

億円 

～100 

億円 

100 億円

～ 

件数 

合計 

1～20 人 ７２％ １７％ ４％ ５％ １％ ０％ ２８６ 

21～50 人 ４１％ ３９％ ９％ ７％ １％ ３％ １３５ 

51～100 人 １６％ ４５％ ２０％ １２％ ４％ ４％ １１２ 

101～300 人 ９％ ２９％ ２５％ ２８％ ５％ ５％ １０１ 

301 人～ ７％ ２０％ ２０％ ３３％ ２０％ ０％ ３０ 

合計 ４４％ ２８％ １１％ １１％ ３％ ２％ ６６４ 

 

※網掛け部分は、各カテゴリーの中で最も回答数が多いセル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
～1 億円 ～5 億円 ～10 

億円 

～50 

億円 

～100 

億円 

100 億円

～ 

件数 

合計 

製造業 ３３％ ３５％ １６％ １２％ ３％ ２％ ２６８ 

卸売業 ３２％ ２４％ １７％ １４％ ４％ ９％ ９３ 

小売業 ６４％ １８％ ８％ ８％ ３％ ０％ １２０ 

サービス業 ５５％ ２５％ ４％ １１％ ５％ １％ １０９ 

その他 ４９％ ２９％ ８％ １０％ ３％ １％ ７８ 

合計 ４４％ ２８％ １２％ １１％ ３％ ２％ ６６８ 
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■被災後の借入について返済期間はどの程度を希望するか 

 

 

 （業種別） 

 

 

 （規模別） 

 ～1 年 ～2 年 ～3 年 ～4 年 ～5 年 ～10 年 10 年～ 
 件数 

合計 

1～20 人 ２０％ ９％ １６％ １％ ３１％ ２０％ ２％  ３０８

21～50 人 ２１％ ５％ １３％ ０％ ３０％ ２４％ ５％  １３５

51～100 人 ２０％ ９％ １８％ １％ ３１％ ２０％ ２％  １１２

101～300 人 ２３％ １２％ １０％ １％ ４０％ １３％ ０％  １０５

301 人～ ３３％ １０％ ２３％ ０％ ２０％ １０％ ３％  ３０

合計 ２１％ ９％ １５％ １％ ３２％ １９％ ２％  ６９０

 

※網掛け部分は、各カテゴリーの中で最も回答数が多いセル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ～1 年 ～2 年 ～3 年 ～4 年 ～5 年 ～10 年 10 年～ 
 件数 

合計 

製造業 １７％ ８％ １４％ ０％ ３３％ ５％ ３％  ２８４

卸売業 ３０％ ４％ １６％ ０％ ３２％ １７％ １％  ９０

小売業 ２０％ ５％ １６％ １％ ３９％ １８％ ２％  １２８

サービス業 ２３％ １８％ ２０％ ２％ ２０％ １６％ ２％  １１１

その他 ２６％ ８％ ９％ ４％ ３４％ １５％ ４％  ８５

合計 ２１％ ９％ １５％ １％ ３２％ ２０％ ２％  ６９８
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５．大地震に対応したリスクファイナンス商品へのニーズ 

 ■期待する地震対応リスクファイナンス商品はどのようなものか 

 

（業種別） 

＜製造業＞                 ＜卸売業＞ 
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（規模別） 

 

＜１～２０人＞               ＜２１～５０人＞ 
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■地震対応リスクファイナンス商品に支払い可能なプレミアム※はどの程度か 

※通常金利に加え追加的に徴求される手数料（借入額の○％） 

 

（業種別） 

１：一定規模以上の大地震（例えば、自社が存する都道府県内で M７以上の地震）

が発生した場合には、その時点で借入残高の返済が全て免除される商品 

 ～0.5% ～1.0% ～1.5% ～2.0% ～2.5% ～3.0% ～5.0% ～10.0% 10.0%～ 参考 0% 

製造業 17 27 2 14 1 21 13 12 0 8 

卸売業 4 4 1 8 0 4 4 1 0 9 

小売業 10 11 2 9 3 6 6 10 1 3 

サービス業 1 11 2 9 1 2 6 6 0 3 

その他 6 6 1 3 0 4 8 1 1 3 

合計 38 59 8 43 5 37 37 30 2 26 

 

２：一定規模以上の大地震が発生した場合には、その時点で当初借入額の１０％

の見舞金（返済不要）が即日支払われる商品（ただし、当初の借入に係る返

済スケジュールは変わらない） 

 ～0.5% ～1.0% ～1.5% ～2.0% ～2.5% ～3.0% ～5.0% ～10.0% 10.0%～ 参考 0% 

製造業 18 21 2 17 1 15 12 0 0 13 

卸売業 3 8 1 4 2 1 1 1 0 9 

小売業 9 13 2 4 2 6 3 5 0 4 

サービス業 9 8 0 1 1 3 6 0 0 5 

その他 4 5 1 6 1 1 2 0 0 6 

合計 43 55 6 32 7 26 24 6 0 37 
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３：一定規模以上の大地震が発生した場合には、残りの借入利息支払いが免除

される商品 

 ～0.5% ～1.0% ～1.5% ～2.0% ～2.5% ～3.0% ～5.0% ～10.0% 10.0%～ 参考 0% 

製造業 20 37 4 19 2 8 11 1 0 13 

卸売業 9 8 1 2 0 5 1 1 0 10 

小売業 14 11 2 9 3 5 2 3 0 4 

サービス業 13 9 1 5 1 5 5 0 0 2 

その他 6 9 3 4 0 5 3 0 0 5 

合計 62 74 11 39 6 28 22 5 0 34 

 

４：一定規模以上の大地震が発生した場合には、一定期間（１年～２年程度）

返済が猶予される商品（猶予期間後に、返済を行う） 

 ～0.5% ～1.0% ～1.5% ～2.0% ～2.5% ～3.0% ～5.0% ～10.0% 10.0%～ 参考 0% 

製造業 45 49 7 29 3 13 9 0 0 20 

卸売業 17 11 2 13 0 2 3 1 0 12 

小売業 19 18 1 15 0 2 2 3 0 8 

サービス業 20 15 1 10 1 4 5 0 0 8 

その他 10 11 3 10 0 4 3 1 0 7 

合計 111 104 14 77 4 25 22 5 0 55 

 

５：事前に「借入れ枠」を確保しておき、一定規模以上の大地震が発生した場

合には、申請すれば枠内で追加の借入が行える商品 

 ～0.5% ～1.0% ～1.5% ～2.0% ～2.5% ～3.0% ～5.0% ～10.0% 10.0%～ 参考 0% 

製造業 41 50 3 22 0 9 9 0 0 27 

卸売業 19 15 1 7 0 0 2 0 0 13 

小売業 18 20 1 12 0 3 3 1 0 13 

サービス業 12 16 3 9 1 6 4 1 0 7 

その他 9 10 5 4 1 2 2 0 0 9 

合計 99 111 13 54 2 20 20 2 0 69 
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（規模別） 

１：一定規模以上の大地震（例えば、自社が存する都道府県内で M７以上の地震）

が発生した場合には、その時点で借入残高の返済が全て免除される商品 

 ～0.5% ～1.0% ～1.5% ～2.0% ～2.5% ～3.0% ～5.0% ～10.0% 10.0%～ 参考 0% 

1～20 人 12 23 5 19 2 22 20 12 0 13 

21～50 人 7 14 0 9 1 6 6 7 1 5 

51～100 人 7 7 2 7 1 3 5 4 1 5 

101～300 人 4 13 1 7 1 5 5 5 0 2 

301 人～ 7 1 0 1 0 1 1 2 0 0 

合計 37 58 8 43 5 37 37 30 2 25 

 

２：一定規模以上の大地震が発生した場合には、その時点で当初借入額の１０％

の見舞金（返済不要）が即日支払われる商品（ただし、当初の借入に係る返

済スケジュールは変わらない） 

 ～0.5% ～1.0% ～1.5% ～2.0% ～2.5% ～3.0% ～5.0% ～10.0% 10.0%～ 参考 0% 

1～20 人 13 25 2 13 2 9 9 5 0 16 

21～50 人 10 12 1 6 2 8 5 1 0 7 

51～100 人 6 5 0 7 3 4 4 0 0 10 

101～300 人 9 11 3 6 0 3 5 0 0 3 

301 人～ 4 2 0 0 0 2 1 0 0 1 

合計 42 55 6 32 7 26 24 6 0 37 
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３：一定規模以上の大地震が発生した場合には、残りの借入利息支払いが免除

される商品 

 ～0.5% ～1.0% ～1.5% ～2.0% ～2.5% ～3.0% ～5.0% ～10.0% 10.0%～ 参考 0% 

1～20 人 22 31 4 16 2 14 8 2 0 12 

21～50 人 11 13 2 8 1 6 7 0 0 11 

51～100 人 13 6 3 8 2 3 3 3 0 6 

101～300 人 8 20 2 6 1 5 3 0 0 4 

301 人～ 7 3 0 1 0 0 1 0 0 1 

合計 61 73 11 39 6 28 22 5 0 34 

 

４：一定規模以上の大地震が発生した場合には、一定期間（１年～２年程度）

返済が猶予される商品（猶予期間後に、返済を行う） 

 ～0.5% ～1.0% ～1.5% ～2.0% ～2.5% ～3.0% ～5.0% ～10.0% 10.0%～ 参考 0% 

1～20 人 38 43 5 37 0 11 9 4 0 19 

21～50 人 27 20 4 12 1 8 6 1 0 15 

51～100 人 17 20 4 13 1 3 3 0 0 10 

101～300 人 16 19 1 14 1 3 3 0 0 9 

301 人～ 12 2 0 1 1 0 1 0 0 1 

合計 110 104 14 77 4 25 22 5 0 54 

 

５：事前に「借入れ枠」を確保しておき、一定規模以上の大地震が発生した場

合には、申請すれば枠内で追加の借入が行える商品 

 ～0.5% ～1.0% ～1.5% ～2.0% ～2.5% ～3.0% ～5.0% ～10.0% 10.0%～ 参考 0% 

1～20 人 31 41 5 27 0 8 9 1 0 24 

21～50 人 23 24 3 7 1 8 4 1 0 19 

51～100 人 15 21 4 11 1 2 3 0 0 11 

101～300 人 22 22 1 8 0 2 3 0 0 12 

301 人～ 7 3 0 1 0 0 1 0 0 3 

合計 98 111 13 54 2 20 20 2 0 69 

 


